
新規事業採択時評価結果（平成１７年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道２０２号 指方
さしかた

  バイパス 
事業 

区分 
 一般国道 

事業 

主体 
 長崎県 

起終点 
自：長崎

ながさき

県佐世保
さ せ ぼ

市指方
さしかた

町
ちょう

 

 至：長崎
ながさき

県佐世保
さ せ ぼ

市江上
え が み

町
ちょう

 
延長  ３．４ｋｍ 

事業概要  

一般国道２０２号は、佐世保市を起点とし西彼杵半島を経由し長崎市に至る、延長約１００ｋｍの幹線道路で

ある。指方バイパスは、佐世保生活圏と長崎生活圏を結ぶ延長約５０ｋｍの西彼杵道路の一部を構成し、西彼杵

半島地域の活性化に大きく寄与する道路（３．４Km）である。 

 

 

事業の目的、必要性  

指方バイパスは、高速道路網の空白地帯である西彼杵半島の地域高速ネットワークを形成し、西彼杵半島地域

の活性化に大きく寄与するものである。また、長崎市を中心とする長崎生活圏と、佐世保市を中心とする佐世保

生活圏とを相互に連絡する西彼杵道路の整備は、県内２時間交通圏の拡大し長崎県発展の一翼を担うものであ

る。 

全体事業費     １１０億円 計画交通量 12,500台／日 

事業概要図  

 
 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

西彼杵道路建設促進期成会や佐世保市など西彼杵半島の振興や長崎～佐世保間時間距離短縮による県北地域の

発展のため西彼杵道路の早期整備を要望（平成１６年７月） 

 
事業採択の前提条件  

  

便益が費用を上回っている 

円滑な事業執行の環境が整っている 

事業評価結果 
 

総費用 ９６億円 総便益 ２８７億円 基準年   

Ｂ／Ｃ ３．０ 
事業費：           93 億円 

維持管理費：       3 億円 

走行時間短縮便益：  247 億円 

走行費用減少便益：   31 億円 

交通事故減少便益：    9 億円 

平成 １６年 

交通量変動 B/C=３．３ （交通量 ＋１０％） B/C=２．７ （交通量 －１０％） 

事業費変動 B/C=２．７ （事業費 ＋１０％） B/C=３．３ （事業費 －１０％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=２．８ （事業期間 ＋  ２年） B/C=３．１ （事業期間 － ２年） 

評価項目 評価 根拠 

渋滞が著しい区間の渋滞を解消する。 

渋滞対策 ○ 
渋滞損失時間の改善 

22.5千人・時間／km・年（整備なし）→12.9千人・時間／km・年（整備あり） 

全国平均 20.3千人・時間／km・年  県平均 11.8人・時間／千台km・年 

渋滞度曲線 

     上位３割以内（118位／434区間） 

交通事故多発区間の事故の減少が見込まれる。 

事故対策 ○ その他の特徴 
  年間３０件近く発生している交通事故の減少 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

住民生活 ○
医療施設へのアクセス向上 

（二次医療施設佐世保市中央病院への搬送時間短縮に寄与する道路である 

：西彼町役場～佐世保市中央病院の所要時間４０分→３０分） 

地域経済 ○

重要港湾へのアクセス向上 

（西彼杵半島から佐世保港へのアクセス道路である 

：西彼町～佐世保港の所要時間４６分→４３分） 

特急停車駅へのアクセス向上 

（西彼杵半島からＪＲ早岐駅へのアクセス道路である 

：西彼町～ＪＲ早岐駅の所要時間３６分→３３分） 

災 害 － 注目すべき影響はない。 

環 境 ○
Co2排出量の削減 

（本区間の整備により自動車からのCo2排出量が2000t/年削減される） 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
主要な観光地へのアクセス向上 

（主要な観光地であるハウステンボス〔入込観光客数２８６万人〕へのアクセス向上が図ら

れる） 

事業実施環境 ○ 長崎県長期総合計画における整備の位置づけ 

 

採択の理由 
本事業は、費用対便益が３．０と便益が費用を上回っていることから、事業採択の前提条件は確認できる。 

 この道路整備は、高速交通網の整備が図られていくものであり、地域間の移動時間短縮による物流の効率化や

主要都市間及びその周辺の町村の交流促進・連絡強化に重要な役割を担うものと考えられ、その事業効果は高い

ものと判断される。 

以上より、本事業を採択した。 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：鈴木 克宗      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。


